





































大 きく変わり,中小企業を中心 とした事業者への円滑な資金供給が 目的 とな
っている。確かに,リ ーマ ン・ショック,東 日本大震災 という一時的な災害
への対応策 としてはやむを得ない面がある。だが,真 に議論されなくてはな
らないのは,平成不況の長期化 とデフレーションの進行によって,日 本経済
が成長軌道か ら大 きく外れている中で,地 方経済の再建をいかに進めるか,
そのために地域金融機関が どのような役割を果たすことがで きるか というこ
とである。
本稿では,1990年代初頭のバブル崩壊以降の地域金融機関の経営 ・財務状
況を踏まえた上で,地 域金融機関が今後 どのような責務を果た してい くこと
が可能かについて検討する1)。
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1.本 論文の視座
2011年3月11日に発生 した東 日本大震災は,リ ーマ ン ・シ ョックから立 ち
直 りか けていた 日本経済 に大 きなシ ョックを与 えた。北関東や東北 に集 中 し
てい た自動車部品や精密機械部品の供給が途絶 え,日 本全国で機械工業関連
の生産が一時的 にス トップす るな どの影響が 出た。更 には,原 発事故 による
電力供給の制限 な ど,各 企業の生産 プロセ スに大 きな影響 を与 えた。 だが,
景気動向指数 と鉱工業生産指数の推移 を見 る と,2008年9月のリーマ ン ・シ
ョック発生 から半年後 には25ポ イン ト以上下落 したのに対 し,2011年3月の
東 日本大震災発生か ら半年後には7～8ポ イン ト低下の水準にほぼ戻 ってお り,
震災の実質的 な影響 は比較的小 さか った。(表1-1)。む しろ注意すべ きは,
震災直前の2011年2月の鉱工業生産の水準が97.9(2005年=100)と2005年
レベ ルを回復 してお らず極めて低水準であ った とい う点であ る。 日本の名 目
GDPは山一謹券が 自主廃 業 に追い込 まれた1997年度 か ら2010年度 までに減
少 してお り,こ の13年間の名 目成長率 はマイナス7.4%(年平均マイナス0.6%)
となってい る。その原 因は,そ もそ も実質ベ ースで8.4%(同 プラス0.6%)
と成長率が非常 に低い上 に,こ の 間のデ フ レー ターがマ イナス14.6%(同マ
イナス1.2%)と大 きく低下 していることである。 この深刻 なデフレ状況が金
融機関の経営 に大 きな影響 を与 えてい る。
表1-1.景気動向一致指数・鉱工業生産指数の推移
2008.08 2008.09 2009.03 2011.02 2011.03 zoii.os 2011.09
(a) 98.2 97.2 71.6 94.3 86.3 90.3 88.9
(b) 103.5 103.6 73.0 97.9 82.7 93.6 90.5
(注)(a)景気動向一致指数2005年=100,(b)鉱工業生産指数(季調済)2005年=100






低成長 とデフレ進行の 日本経済の もとで,金 融機関は伝統的な貸出業務で
は収益を伸ばすことが困難になっている。第一に,経済成長の停滞に伴う投
資資金需要の停滞である。第二に,貸 出先の業績悪化による信用リスクの増





なお,本 稿では一般的な呼称に従い,都市銀行を 「都銀」,地方銀行を 「地
銀⊥ 第二地方銀行 を 「第二地銀⊥ 信用金庫を 「信金⊥ 信用組合 を 「信組」




本節では,バ ブル発生時期の1987年3月期 と三洋証券が破綻 して金融危機





























きの資金需要」か ら発生 したとは考えにくい。むしろ,シ ンジケー トローン





























































































スタイルを維持 している。他方,経 常費用の面では,両業態 とも長引 く低金
利の影響で資金調達費用のウェイ トが著 しく低下 している。特に預金利息の
割合が大 きく低下してお り,87年3月期からll年3月期にかけて,都銀では
58.6%から5.2%へ,地銀では59.3%から7.9%へと低下した。金額水準で




模の利益が小さく営業経費率が高い点は従来か ら指摘 されてお り,ll年3月
期には2.5兆円と経常費用の半分以上を占めている。更に金額水準 も,都銀
と地銀の差は87年3月期には0.6兆円であったが,11年3月期には0.4兆円
に縮小 してお り,地銀の水準は都銀に近づ きつつある。この点で地銀には合
併等を通 じた合理化余地が残っていると指摘で きる。
以上か ら,都銀は預金以外の調達 も強めつつ運用面では貸出以外に回して
いるのに対 して,地 銀は預金を吸収 して貸出に回す という従来型の銀行構造
を基本的に維持 していると言えよう。 どのような銀行構造 が望ましいかは経
済環境に大 きく依存するが,マ クロ的経済条件が改善 しない中で貸出の信用
リスクが高まってお り,貸出金に依存 した資金運用が従前に比較 し厳 しくな
っているのは事実である。このため金融機関にとって信用リスクを抑制する
ことが収益管理の上で重要になってお り,後述するように地域金融機関は金







経常収益 16.1100.0% 21.2100.0% 7.7100.0%
資金運用収益 14,590.1% 16,879.2% 4,761.0%
貸出利息 8,754.0% 7,937.3% 3,241.6%
有価証券利息配当 2,012.4% 1.57.1% 1,114.3%
スワップ収 益 一 一 4,621.7% 0.22.6%
役務収益 0.53.1% 0.94.2% 1,418.2%
国債等売却益 0.63.7% 0.73.3% 0.79.1%
経常費用 14.5100.0% 21.2100.0% 5.8100.0%
資金調達費用 11,377.9% 12,056.6% 1,119.0%
預金利息 8,558.6% 4,822.6% 0.35.2%
NCD 0.85.5% 0.52.4% O.11.7%
営業経費 2,414.9% 3,315.6% 2,937.7%
経常利益 1.6 O.0一 1.9
当期利益 0.7 40.0 1.7一
地銀
87.03 97.03 11.03
経常収益 6.6100.0% 7.0100.0% 4.7100.0%
資金運用収益 6,090.9% 5,882.9% 3,676.6%
貸出利息 4,263.6% 3,752.9% 2,859.6%
有価証券利息配当 1,522.7% 1,622.9% 0,817.0%
ス ワップ収 益 一 一 0ユ1.4% O.OO.O%
役務収益 0.23.0% 0.45.7% 0,714.9%
国債等売却益 0.23.0% 0.34.3% 0.24.3%
経常費用 5.9100.0% 6.7100.0% 3.8100.0%
資金調達費用 3,864.4% 2,232.8% 0,410.5%
預金利息 3,559.3% 1,522.4% 0.37.9%
NCD 0.11.5% 0.OO.O% O.OO.O%
営業経費 1,827.3% 2,637.1% 2,553.2%
経常利益 0.7 0.4一 0.9一











継続的な取引を通 じて,企 業が資金の貸 し手に対 し自らの業況について十分
な情報を伝えることで,借 入コス トが低下 したり資金の融通を受けやす くな
ったりする関係」 と述べている。つまり,リ レバ ンとは金融機関が債務者 と
の問に長期的且つ親密な関係を構築することにより財務諸表などハー ド情報
には含まれないソフ ト情報を蓄積 し,情報の非対称性を緩和ない し解消する
ことにある。このソフ ト情報は,メ イン・バ ンクない し準メイン・バ ンクな
ど取引順位の高い金融機関 しか知 りえないような排他的情報でなくてはなら
ない。従って,リ レバ ンを有効 とするには,第一にソフ ト情報が存在するこ
と,第二に長期的な取引関係を築 くことが前提 となる。







影響力を持たない。 しか し,こうした情報はハー ド情報 として金融機関内で
伝達されてこそ価値を発揮するものであ り,排他的なソフ ト情報 となるもの
は限 られている。ソフ ト情報 とは,例 えば経営者一族の資産状況に関 しエビ
デ ンス(証拠)は 取れない ものの担当者が認知 している,或いは債務者の取
引先に担当者が接触 し取引関係を確認 しているといったものである。
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は認め られてお らず,与 信金額によって支店長あるいは審査部ない し役員ま
でのラインで審査 ・認可する体制を敷いている。この場合に,ソ フ ト情報を
ハー ド情報に置 き換えることなく取引条件に反映することは非常に困難であ
る。ソフ ト情報 として活用 しうるのは,その情報を支店長あるいは審査部ま








してメイン ・バンクとしての取引期間を指摘 してお り,リ レバンにより債務
者 も金融機関 もメリットを享受 し,結果的に取引が長期的に維持されるとし
ている。 しか し,メイン ・バンクとしての取引が長期問継続 しているか らと










コス トが非常に高かった,③ メイン・バ ンクとは従業員取引を含む複合取引
型であるため変更が困難であった,な どの点が指摘で きる。従って,日 本の
場合には取引年数の長さをリレバンの側面 として捉えることは必ず しも妥当
ではない。 リレバ ンには,金融機関側の能動的な姿勢が前提であ り,金融機










程度推進するのかは,む しろ地域金融機関に限 らずメガ ・バ ンクも含めてそ














指摘するように金融機関 と中小企業には認識のギャップが存在 してお り,リ
レバ ンに対する中小企業の評価 も,「創業 ・新事業育成」や 「事業再生」,「担
保 ・保証人に依存 しない融資等」の項目で 「消極的」との評価が多い(表3-
1)。これ らの項 目は,金融機関にとってリスクが高かったり,特別の負担や
専門能力が要求されたりなど,必ず しも積極的に推進で きる項 目ではない。
この点で も,日本のリレバ ンは金融機関にとってかなり負担の重い もの とな
っている。中小企業の側から政策を推進する中小企業庁 も,「金融機関が 『経
営方針 ・事業計画の作成サポー ト』の13.3%であるのに対 し,中小企業では




2011年度7月 に金融庁が公表 したリレバン ・アンケート調査結果6)は,アン
ケー ト項 目の体系が変わってお り過年度 と単純に比較で きないが,そ の中で
も近似 している項目を見ると,創業 ・事業開拓支援は,積極的評価(「積極的」












めたとも考えられるが,積 極的評価の水準その ものは低下 してお り,まだ十
分に評価で きる状況にはない。次に 「経営改善支援」については,積極的評
価44.9%,消極的評価18.9%であ り,過年度の 「経営相談 ・支援機能強化」
に比較 して積極的評価が高まっている。これは金融庁による金融機関への取
り組み強化指示による結果であろう。また,金融機関側 も経営改善が債務者
区分の上位遷移をもたらし信用コス トの引 き下げにつながることか ら,積極









とっては,目先の資金繰 りが最 も重要であ り,先行 き不透明の経済環境の中
では事業計画の立案は後回しにせざるを得ない という事情がある。このよう









創業 ・新事業支援強化 33.9(33.3) 36.1(41.4)
経営相談・支援機能強化 41.9(412) 33.2(38.7)
コンサルテ ィング能力 18.5 *36.010.4
事業再生 20.4(22.1) 34.9(442)








長短貸出*金 利 引下 迅速 貸 出 将来性評価 実績評価 顧客紹介 計 画支援 信用強化*
中小企業 22.321.6L3.0 8.9 6.0 6.9 3.OII6.8









繰 り対策 として2008年11月に貸付条件緩和債権の取 り扱いを大幅に緩和し,





























の環境が全 く好転 していないため,い くらリレバンを推進 し貸付条件を緩和
して も中小企業の経営状況は一向に改善せず,最 終的には経営破綻に至 り貸




務整理や自主廃業の決断を迫る場合 もあることを示 した。これは,更 に一歩
「進化」したリレバ ンの推進である。確かに将来展望のない債務者に対 し貸出
条件の緩和を続けていて も限界がある。従来か ら金融機関は慎重な判断の も
とに債務者に対 し自主廃業などの提案をして きたが,今 回のように金融庁に
よって例示されることになれば 中小企業へのインパク トは相当大 きなもの
となる。金融庁の指導の もとにリレバ ンが 「進化」 していけば 金融機関 と
りわけ地域金融機関の機能は債務者の事業性を判断する機能を強めてい くこ
とになり,まさに貸出先の命運を左右することになる。言い換えれば 金融














その ものが減少す る とともに,信 用 リス クの増加 によって金融機関が貸 出に
慎重 な態度 を取 ってい るこ との反映であ る。
金融危機が発生す る直前の1996年度 とリーマ ン ・シ ョック直前 の2007年
度の県別名 目総生産を比較す ると,こ の11年問に全県合計平均でわずか0.4%
の増加 にす ぎない(表4-1)。 単純年平均 に換算する と0.036%であ り,ま さ
にゼ ロ成長であ る。 この 中で特 に減少が著 しか った上位3県 は,兵 庫マ イナ
ス13.1%,高知 マイナス10.3%,北海道マイナス10.2%であ る。主 として
北海道 ・東北地方 と関西 ・山陰地方で減少が 目立 ってい る。逆 に増加 した県
は,三 重ll.4%,愛知7.9%,静 岡5.6%,埼玉5.3%な ど自動車生産の増産
の恩恵 を蒙 った地域であ った。 なお東京 は8.8%の増加 を示 してお り,輸 出
基地 を抱 える地域 と同様 に一定の経済規模拡大 を実現 してい た。
次 に名 目県民所得の増減 を見 る と,減 少 した上位県の顔ぶれ は同 じであ る
が,減 少幅が大 きくなってい る(表4-1)。 上位県 はほとん どが10%以 上の
減少,全 県平均で も2.5%の減少であった。2007年度の県民所得が1996年度
を上回ったのは,増 加率が高い順 に東京13.0%,三重7.9%,沖縄6.6%,静
岡4.0%,愛知3.5%の わずか5県 であった。 リーマ ン ・シ ョック前にもかか
わ らず所得環境が冷 え込んでいたこと,東 京一極集中であった ことが わか る。
その後2008年9月 の リーマ ン ・シ ョックの影響 で東海地域 の景気 も一気 に悪
化 し,2008年度 の段階で1996年度の水準 を上回っていたのは,沖 縄 と東京の
2県 とな って しまった。生産ベースでは9県 が1996年度 をかろう じて上 回っ
たが,所 得ベ ースでは 日本経済 は1996年度の水準 に逆戻 りして しまったので
あ る。
県別の預金 ・貸出金 の状況 を見る と(表4-2),経 済規模が縮小 しているに
もかか わ らず預金残高 は増加 し,他 方で貸 出金 は著 しく減少 してい るため,
結果的 に県ベ ースの預貸率1°)は低下の一途 を辿 っている(表4-3)。預金増加






100%を維持 してお り,預金が貸出金に充当される状況である。これに対 し,
名 目県別総生産の減少県で預金増加率 と貸出金増加率の乖離が最 も大 きい大
阪府では,県ベースの預貸率は1998年度123.5%(貸出超過)か ら2007年度
には74.2%(預金超過)に 低下 した。東京,大 阪など都市部における貸出の
減少 と預貸率の低下は不良債権の集中的な処理の反映であると考えられるが,
全国的な預貸率の低下は日本経済全体の弱さを反映するものである。













北海道③ △10.2 高知② △10.3 北海道③ D14.2 高知① △17.8
岩手⑨ △6.0 長崎⑧ △6.4 岩手⑤ △11.7 長崎⑦ △11.0
新潟④ D7.6 (参考) 新潟⑨ D9.7 (参考)
富山⑨ △6.0 全県 0.4 富山⑨ D9.7 全県 △2.5
大阪⑩ △5.8 東京 8.8 大阪⑥ D11.1 東京 13.0
兵庫① D13.1静岡 5.6兵庫⑧ D10.5静岡 4.0
奈良⑦ △6.5 愛知 7.9奈良② D14.3 愛知 3.5
鳥取⑥ △6.9 三重 11.4鳥取④ D13.1三重 7.9







北海道 9.7 高知 0.3 北海道 △16.7 高知 D1.9
岩手 7.1 長崎 4.0岩手 △3.8 長崎 021.6
新潟 3.8 (参考) 新潟 △16.7 (参考)
富山 6.5 全県 18.2富山 △6.4 全県 016.7
大阪 17.1東京 28.4大阪 X29.7 東京 021.9
兵庫 11.2静岡 9.5兵庫 △19.9 静岡 10.0
奈良 .・ 愛知 18.5奈良 D7.0 愛知 017.4
鳥取 10.9三重 11.2鳥取 △2.0 三重 D6.8





北海道 91.6高知 65.1 北海道 69.5高知 63.7
岩手 59.2長崎 79.3岩手 53.1長崎 59.8
新潟 71.2 (参考) 新潟 57.1 (参考)
富山 75.6全県 104.6富山 66.5全県 73.7
大阪 123.5東京 166.0大阪 74.2東京 100.9
兵庫 78.0静岡 73.2兵庫 56.2静岡 73.6
奈良 56.3愛知 :1 奈良 45.6愛知 56.4
鳥取 69.1三重 63.0鳥取 61.0三重 52.8
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91.0/70.3
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定 と金融機能の維持 ・強化を図るべ く金融機能強化法が施行 され,旧 法で2
行,改 正法で13行に公的資金が投入 された(表4-4)。しかし,同法の改正
法(08年12月成立 ・施行)で は上記の趣旨が薄れて,公 的資金投入は必ず し







06年12月 紀 陽HD(和 歌 山、315)、豊和銀 行(大 分 、90)
09年3月 北洋 銀行(北 海道 、1000)、福 邦銀 行(福 井 、60)、南 日本銀 行(鹿 児 島 、150)
09年9.月 み ちの く銀 行(青 森 、200)、き らや か銀行(山 形 、200)
第 三銀行(三 重 、300)、山梨 県民信組(山 梨 、450)
09年12月 東 和銀行(群 馬 、350)、高知銀 行(高 知、150)
10年3月 フィデ アHD北 都 銀行(秋 田、130)、宮崎太 陽銀行(宮 崎 、130)






で普通預金を集め,こ の一定部分をコア預金(流 出しない預金)と 位置づけ
る。これをベースに国債投資を拡大する方法である。短期金融市場で低金利
状況が続けば,このALMによりほぼリスクなしで国債利回りと普通預金利率






結果,都 銀の同比率がll年3月期には72.3%に達 しているのに対 し地銀は
30.9%にとどまってお り,地銀はALM上の観点からは国債投資を拡大する余

















当であ り,本来であれば金融機関は債務者の リスクに見合うコス トない しリ
ターンを要求 し,債務者はそれに応えるべ きである。 しか し,現実にはオー
バー ・バンキング状態の中で金融機関同士が激 しく競争 してお り,債務者に
正当なコス トを要求で きる状況にはない。また,平時であれば 「恒久的リレ
バ ン」対象先は少数で済むが,現 状の不況下では対象先が多す ぎ,金融機関






の中で使われ始めたものであ り,そこでは地銀か ら信組まで一括 りにされて
いるが,そ れ以前は地銀,第 二地銀,協 同組織金融機関 と明確に分類されて
いた。地域の面的再生支援 という目標に即 して考えれば,地銀 とそれ以外の
地域金融機関の役割は区別すべきである'1)。つまり,地域金融機関,と りわけ










都銀 地銀 都銀 地銀 都銀 地銀
総資産 318.4 125.3 434.0 201.2 454.8 242.9
国債保有残高(a) 7.3 7.2 8.6 10.2 101.4 30.1
対総資産比率 2.3% 5.7% 2.0% 5.1% 22.3% 12.4%
普通預金残高(b) 20.3 :1 39.6 34.0 140.2 97.5
対総資産比率 6.4% 14.4% 9.1% 16.9% 30.8% 40.1%





原因として,平 成不況による所得減少 と購買力の低下,少 子高齢化による需
要の減少 と需要構造 の変化,産 業空洞化による生産 ・所得の減少が指摘で き





















「地域 産 業空洞 化 の実 態調 査 」… 日本 商 工会議 所 ア ンケー ト調 査(2002年)
(1)製造 業 の空洞 化 の影 響 につい て
① 「ある」(62,4%)、② 「ない」(12.7%)、③ 「わか らな い」(24.9%)
(2)地域 の空 洞化 の状 況 につ いて
① 「深 刻 で ある」(73.5%)、② 「そ れ ほ ど深 刻 で はない 」(17.8%)、
② 「わか らない」(8.7%)
「産 業空洞 化 に対 す る企業 の意 識調 査 」 …帝 国デ ータバ ンク調 査(2011年7月 調 査)
(1)産業 空洞 化へ の懸 念 につ いて
① 「ある」(全体76.5%、うち大 企業73.8%、中小企 業77.3%)
② 「な い」(3.6%)、③ 「わ か らない 」(19.9%)
(2)海外 流 出が加 速す る要因
① 「円高」(49.2%)、② 「人 件費 が高 い た め」(39.5%)、
③ 「電 力 な どのエネ ル ギー 供給 問題 」(37.9%)、
④ 「税制 」(法人 税や 優遇 税制 な ど)(28.3%)、⑤ 「取 引先 企業 の海 外移 転 」(26.5%)、
⑥ 「人 口の減 少 」(23.4%)、⑦ 「新興 国 な ど海 外 市場 の成 長性 」(22.4%)
⑧ 「経 済 のグ ローバ ル化 」(21.4%)⑨「原 材料 な どの調 達 費用 が高 い た め」(12.9%)











セ ー フテ ィネ ッ ト金 融 2011年3月末 時点 で4.3兆円の融資 を実施 。
貸付条件変更等の推進 予算枠330億 円、2011年3月末時点 で信用 保証 協会保 証7.4兆
円、 日本公 庫、 商工 中金計4.6兆円 の条件変 更 を実施
中小企業再生ファンド 2003年3月創 設以 来、2010年度 まで に22件 の ファ ン ド設立 、
総額794億 円。当該 フ ァン ドに よる投資 実績 は10年3月 末 まで
に156社、約328億円
中小企業投資育成会社 2011年3月末 時点 の投資残 高 は2,223社、699億円
(資料)中小企業白書2011年版
地域経済の再生のためには,ガゼル企業(新 規開業企業の中で特に成長性
が高 く雇用創出効果の大 きい企業)の 発見 と開拓が重要である。新規開業企
業の場合,初 期段階は資金調達が大 きな負担であ り,多 くは自己資金や創業




持するためには事業体 も新陳代謝を繰 り返 し,新 しく地域を牽引する事業体
が生まれ続けなければならない。地域経済を支える事業体 と新たに生まれる
事業体,こ れ らに資金を供給 して成長を促す金融機関 との相互作用が地域に
新 しい資源を創造 し活力を注入する。」と述べつつ,現 実には新規開業への資
金供給の半分は日本政策金融公庫(旧 国民金融公庫)が 担ってお り,民間金
融機関は消極的であるとしている。
こうした指摘がある一方で,地 域金融機関では地域振興のために新型融資
への取 り組みが始まっているの も事実である。その一例が 日銀による成長基
盤強化を支援するための融資制度(以 下,「日銀新型貸出制度」)である。表
5-3は,地域金融機関が 日銀新型貸出制度を活用 した貸出プログラムの例で
ある。各行は日銀の示 した環境 ・エネルギー事業 医療 ・介護 ・健康関連事
業,ア ジア投資 ・事業展開などの18「成長分野」に沿った形で貸出適用範囲
150 桃山学院大学経済経営論集 第53巻第3号
を定めて取 り組んでいる。個別行ごとの実績は明 らかではないが,日 銀の発
表によれば2011年9月実行の第5回分で貸出枠の3兆円に達 した(第5回 分
は申請金額に対 して按分 して配分,表5-4)。第1回,第2回 こそ大手行の実
行金額が大 きかったが,第3回 以降は地域金融機関の取 り組みが活発になり,
貸付金額,貸 付数 とも大 きく増加 している。これは新成長分野に対する資金


















北海道銀行 「道銀 成長 基盤応 援 フ ァン ド」総 額300億円、医療 ・介護 ・健 康 関連 事業 、
農林水 産業 ・農 商工連 携事業 を は じめ18分 野が対象 。
横浜銀行 「成長 戦 略分野 支援 ファ ン ド～輝 き」総 額1500億 円、環境 、健 康 、アジ
ア市場 な ど同行 が定 める6つ の成長分 野が対 象。
十六銀行
・岐阜銀行
「新 ・成長 戦略 フ ァン ド」(十六銀行:総 額100億 円、 岐阜銀行:総 額50
億 円)「中部 もの づ く り」 に関す る分野 、 「ア ジア を中心 とす る海 外進 出」
に 関す る分 野 な ど6分 野 が対象。
京都銀行 「地域 活性 化融 資プ ログ ラム」融 資枠1000億 円 、研 究 開発 、環 境 ・エネ
ル ギーな どの5分 野 が対象
百五銀行 「成長 分野 支援 フ ァン ド」総 額200億円、ア ジア諸 国 にお け る投 資 ・事業
展 開、環境 ・エ ネル ギー事業 な ど5分 野が対 象。
池田泉州銀行 「成長 基盤 強化 支援プ ログラム」先 進テ ク ノ、環 境 ・地域 活性 化、ア ジ ア ・
チ ャイナ ビジネ ス支援 、医療 ・介護 の5分 野 に各100億円 目途の融 資。
近畿大阪銀行 「関西を元気にする近畿大阪成長分野ファンド」日銀が例示した18分野が
対象。
鳥取銀行 「と りぎん成長 分野強 フ ァン ド」環 境 ・エネル ギー な ど6項 目が対象(日
銀18分 野、鳥 取県経 済成 長戦 略にお け る戦 略的推進 分 野15分 野)。
阿波銀行 「あわ ぎん成長 基盤強 化 ファ ン ド」融資 枠200億円、医療 ・介護 ・健 康関
連産 業の他 、地場 産業 のLED(発 光 ダイ オー ド)関連 を含 む5分 野 が対象 。





第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 残高
実施時期 10年9月 10年12A 11年3月 11年6月 11年9月 11年9月
貸付金額 4,625 9,983 7,221 8,296 1,395 30,000
大手行 3,204 5,987 2,627 2,125 228 13,465
地域 1,106 3,607 4,052 4,551 945 13,585
その他 255 389 542 1,620 222 2,949
貸付先数 47 106 122 126 99 142
大手行 10 12 12 10 7 12
地域 33 90 103 110 87 123












と述べ,そ の上で市場型間接金融を活用 したリスクの移転 ・加工機能強化の
必要性を強調 している。わが国における市場型間接金融の必要性は,2000年
代前半の金融危機時か ら盛んに言われて きた。その 目的は,間接金融の もと
で銀行に信用リスクが集中することを回避することであった。 しか し,わが
国では市場型間接金融は大 きく発展することなく,む しろ相次 ぐ金融資本市
場の不安の中で,大 企業です ら銀行借入れに回帰する状況 となっている。
市場型間接金融の問題点は,エ イジェンシー関係が複雑になって外部か ら









いまま市場型間接金融を議論 しうるのか どうか,ま た健全に機能 しうるのか
どうかの検証が必要であろう。」と,市場型問接金融の課題 を指摘 している。
しか し,米国で発生 したサブプライム ・ローン問題は,証券化に伴う問題
点を明 らかにし,逆に市場型間接金融に関する投資家のリスク意識を高める
ことになった。このため,懸 念されたエイジェンシー問題は抑制され,監 督

















日本政策投資銀行 と七十七銀行が共同で投資ファンド(正式名称 「みや ぎ復
興ブリッジ投資事業有限責任組合」)を設立する事例 も出てきている'5)。ただ





協会の保証付 き貸出債権を東京都が信託受益権を設定 して投資家に発行 し,
貸出債権の証券化を図っている。このCLOのデフォル ト率は,リ ーマン ・シ
ョック前年である2007年で16.15%であった。かなり高い水準であるが,こ
の水準が一定の参考になる。また本件に参加 した債務者のアンケー トによれ
ば,CLO方式のデメリットとして,① 金利が高い,② 金利が直前 まで決定 し
ない,③ 借入限度額が少ない,④ 保証協会の枠は残 してお きたい,な どであ
った。つまり,債務者側か ら見ればCLOはあ くまでも借入金である上,限 度















が主導するファン ドである以上,対 象先が倒産 したような場合には,表5-5




を設定することも検討すべ きである。地域金融機関 とりわけ地銀が主導 して
ファン ドを組成する意義は,地銀のステイタスがその地域において高 く信頼
を得ていること,継続的な取 り組みが期待で きること,銀行業務を通 じてそ
の地域において豊富な顧客層を有 していること,経営規模が一定 レベル以上
であ り面的な投資先発掘活動が可能であること,他の地銀 と連携 してリスク
の分散やビジネス ・マ ッチ ングが期待で きることなどである。一般の投資フ
ァンドの場合にはこのような効果が期待で きない。
貸出で も投資で も,デフォル トした場合には金融機関の純資産が殿損する
点は同じである。また,リ レバ ンの推進,リ レバンの 「進化」,さらには 「恒
久的リレバン」の推進によって,地 域金融機関はこれまでの債権者 としての








表5-5.投資 ファンド組 成 方 式 の メリット・デ メリット









個人投資家 ・ハ イ ・リター ンの 可能性
・地元支 援意識 の 向上
・長 期投 資
・損 失負 担 リス ク
以上
【参 考 文 献 】
BergerandUdell(1998)"TheEconomicsofSmallBusinessFinance:TheRolesofPri-
vateEquityandDebtMarketsintheFinancialGrowthCycle".journalofBanking
andFinance,Vo1.22.
BergerandUdell(2002)"SmallBusinessCreditAvailabilityandRelationshipLending
TheImportanceofBankOrganizationalStructure,"EconomicJournal,Vol.112
PetersenandRajan(1994)"TheBenefitsofLendingRelationships:EvidencefromSmall
BusinessData"TheJournalofFinanceVoLXLIX,No.1
池尾和人 ・柳川範之(2006)「日本の金融システムのどこに問題があるのか」池尾和人・
財務省財務総合政策研究所編 「市場型間接金融の経済分析』 日本評論社
池尾和人(2011)「再来する資金不足時代における銀行の役割」『金融財政事情』2011
年4月11日号,金 融財政事情研究会
内田浩史(2006)「市場型間接金融と金融機関の機能」池尾和人 ・財務省財務総合政策
研究所編 「市場型間接金融の経済分析』日本評論社
内田浩史(2007)「リレーションシップ ・バンキングの経済学」筒井義郎 ・植村修一編
『リレーションシップ ・バンキングと地域金融』 日本経済新聞出版社
大久保豊(2008)『不完全なVaR』金融財政事情研究会
佐藤郁夫(2008)「地域活性化のための資金調達システム」『拓銀破綻後の北海道経済』
日本経済評論社
多胡秀人(2008)『地域金融論』きんざい
金融機能の変化 と地域金融機 関の役割157
多胡秀人 ・長濱裕士(2005)「地域金融機関はなぜ強 くなれないか』中央経済社
中野瑞彦(2005)「不良債権処理と金融システムの将来像」一ノ瀬篤編 「現代金融 ・経
済危機の解明』ミネルヴァ書房
中野瑞彦(2010)「金融危機と地域金融機関の課題」「桃山学院大学経済経営論集』第
51巻第2号
野間敏克(2007)「地方銀行パフォーマンスと地域経済」筒井義郎 ・植村修一編 「リレ
ーションシップ ・バンキングと地域金融』(2007)日本経済新聞出版社
山根智沙子 ・筒井義郎(2009)「銀行部門と地域の経済発展」「金融経済研究』第28号
(なかの ・みつひこ/経済学部教授/2011年11月14日受理)
